
平時の消防活動

資料３



消防本部規模別 消防体制について ～覚知から放水までの時間～

覚知から放水までの時間については、小規模な消防本部ほど、火災の覚知から放水までに
時間を要する傾向が見られる。

（令和２年火災報告より作成）※ 放水を伴う火災がなかった消防本部を除く。
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消防本部規模別 覚知から放水までの時間（令和２年度）

８分未満 8～10分 10～12分 12～14分 14～16分 16～18分 18～20分 20分以上

管轄人口（人）

（件数（割合））

大・中規模な消
防本部において
は、覚知～放水
まで18分以上は
かからない

小規模な消防本
部においては、覚
知～放水まで18
分以上かかる本
部が存在する。
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平時における広域化等による効果 ～現場到着時間等の短縮～

○広域化により管轄区域を越えた消防活動が可能となり、災害地点（地区）に近い署所から
の出動、または直近にいる部隊が出動することで、災害に迅速に対応できる。

○指令の共同運用において、直近指令、ゼロ隊運用などの高度な運用により、災害対応の迅
速性が高まる。

＜現場到着時間の短縮効果の例＞

救急通報件数年間約14万件の
通報のうち、約400件の直近指令・
約250件のゼロ隊運用を実施してお
り、更なる現着時間の短縮が図ら
れた。

＜指令の共同運用において直近指令、ゼロ隊運用による効果の例＞

２

新ＡＢ消防本部Ａ市消防本部 Ｂ市消防本部

到着時間短縮

【広域化による現場到着時間短縮のイメージ】

【直近指令、ゼロ隊運用のイメージ】■ ちば消防共同指令センター
（H25.4.1 20本部による指令の共同運用）

■ 大東四條畷消防組合
（H26.4.1 ２本部による広域化）

・大 東 市 ：最大３分４１秒短縮
・四條畷市：最大２分１５秒短縮



平時における広域化等による効果 ～初動体制の強化～

広域化により、火災初動対応車両を充実させることができるとともに、管轄区域を越えた
出動が可能となる。

消防本部
火災初動対応車両数

（ 広域化前 → 広域化後 ）

■ 奈良県広域消防組合消防本部
（H26.4.1 11本部1村による広域化）

３～６台 → ６～７台

■ 宇部・山陽小野田消防局
（H24.4.1 2本部による広域化）

５台 → ７台

■ 埼玉東部消防組合消防局
（H25.4.1 5本部による広域化）

５～７台 → ８台

＜広域化前＞ ＜広域化後＞
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70万人以上

30万人以上70万人未満

10万人以上30万人未満

5万人以上10万人未満

3万人以上5万人未満

1万人以上3万人未満

1万人未満

火災出動における初動出動消防用車両台数

１台 ２台～４台 ５台～７台 ８台～９台 １０台以上

管轄人口（人）

（「令和４年度推進期限後の消防力の維持・強化に向けた検討に係る消防本部に対する調査」結果より作成）

（台数（割合））



消防本部規模別 消防体制について ～予防業務、火災原因調査の専従化～

４

○予防業務の専従化率は、管轄人口１万人未満の消防本部においては５割程度であるが、
管轄人口10万人になると10割になる。

○火災原因調査の専従化率は、管轄人口30万人未満の消防本部では４割に達していないが、
30万人以上になると７割以上と高い状況である。
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全国平均：95.4％ 全国平均：35.7％



消防本部規模別 消防体制について ～専門職員の配置～

消防本部規模別の予防技術資格者充足率（予防技術資格者を配置している係の数／予防業
務を担当している係の数）については、小規模本部ほど、予防技術資格者の充足率が低い。

（令和４年度防火対象物実態等調査より作成）

※１予防業務を担当している係の数：消防本部及び消防署において、火災の予防を担当する係又は係に相当する組織の数
※２予防技術資格者を配置している係の数：※１のうち、予防技術資格者を配置している数
※３予防技術資格者：試験合格者（予防技術資格者として認定を受けた者のうち予防技術資格者の資格を定める件（平成17年消防庁告示第13号）第１条第１

号に定める消防庁長官が指定する試験（予防技術検定）に合格した者）及び附則第４項適用者（、予防技術資格者として認定を受けた者のうち予防技術資
格者の資格を定める件（平成17年消防庁告示第13号）附則第４項各号の適用を受けた者）

※４消防力の整備指針第32条第３項：消防本部及び消防署において、火災の予防に関する業務等を的確に行うため、火災の予防を担当する係又は係に相当
する組織には、当該消防本部及び消防署の管轄区域に存する防火対象物、危険物の製造所等の種類、規模等を勘案し、火災の予防に関する高度な知識
及び技術を有するものとして消防庁長官が定める資格を有する予防技術資格者を一人以上配置するものとする。
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大・中規模な
消防本部にお
ける資格取得
率は90％を
超えている。

小規模な消防本
部における資格取
得率の平均は約
80％である。

５



平時における広域化等による効果 ～活動要員の増強、業務の専門化・高度化～

本部機能統合等の効率化による人員の再配置

【専従職員の配置による業務の専門化・高度化】

消防本部 内容

■ 奈良県広域消防組合消防本部
（H26.4.1 11本部1村による広域化）

広域化により１２２人の人員を現場へ再配
置

■ 宇部・山陽小野田消防局
（H24.4.1 2本部による広域化）

指揮隊２隊を新たに配置

■ 小田原市消防本部
（H25.3.31 2本部による広域化）

高度救助隊を発足

６

本部機能統合等の効率化により、人員の再配置が行われ、現場活動要員の増強が見込まれ
るほか、予防担当者や火災原因調査員を専任で配置することが可能となり、業務の専門化・
高度化が見込まれる。

【活動要員の増強】

消防本部 内容

■ 富良野広域連合消防本部
（H21.4.1 2本部による広域化）

従前は本部と署に兼務の形で配置していた

予防担当者を専任で配置。

■ 東近江行政組合消防本部
（H24.10.1 2本部による広域化）

従前は２人であった愛知郡域の予防担当
者を１～２人増員し、定期査察も可能に。



消防本部規模別 消防体制について ～職員１人当たりの出動件数～

消防職員１人当たりの年間火災出動件数は、消防本部規模による差はそれほどないが、救
急出動件数、救助出動件数については、小規模な消防本部よりも、大・中規模消防本部の方
が出動件数が多い。

（件／人）

（令和３年度「消防防災・震災対策現況調査」より作成）
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消防職員１人あたりの年間火災出動件数

消防職員１人あたりの年間救急出動件数

消防職員１人あたりの年間救助出動件数

小規模消防本部 大・中規模消防本部

火災出動件数については、
小規模な消防本部と大・中
規模消防本部を比較しても、
さほど差がない。

救急出動件数については、
管轄人口10万人以上にな
ると急激に増加する。

救助出動件数については、
全体的に件数が少ないもの
の、小規模な消防本部と
大・中規模消防本部の差が
大きい。

７



消防本部規模別 消防体制について ～非番日召集の状況～

○年10回以上の非番招集は、小規模消防本部では71.0％である一方、大・中規模消防本部で
は26.7％であり、2.6倍以上の差がある。

○交代制勤務員で、非番日・週休日に出席する講習や教養訓練がない消防本部（54本部）の
うち、吏員数が100人以上の消防本部は44本部（81％）であり、小規模消防本部では職員の
負担が大きい傾向がある。

＜非番日・週休日に出席する講習や教養訓練の有無＞＜災害対応における非番招集の回数＞

（「令和４年度 推進期限後の消防力の維持・強化に向けた検討に係る消防本部に対する調査」結果より作成）

＜小規模消防本部＞ 対象：431本部 ＜大・中規模消防本部＞ 対象：292本部
なし 54（7.5％）

あり 669（92.5％）

10回以上 306（71.0％）

10回以上 78（26.7％）なし 24（5.6％）
不明 9（2.1％）

5回未満 73（16.9％）

5回以上10回未満 18（4.2％）

なし 106（36.3％）

5回以上10回未満 17（5.8％）

不明 8（2.7％）
5回未満 80（27.4％）

対象：723本部

８

うち消防吏員100人以上

の消防本部 44本部（81％）



平時における広域化等による効果 ～組織の活性化～

広域化により組織が大きくなり、勤務先及び人員が増加することで、人事の流動性の向
上や人材確保の容易化による組織の活性化が期待できる。

＜組織活性化の例＞

◯ 人事ローテーションによる組織の活性化

旧本部単位では異動先が少なく、人事の硬直化が課題であった

が、広域化後、異動先が増えたことにより組織の活性化が図れた。

◯ 派遣研修の充実により職員の人材力が向上

広域化により人員確保が容易になり、消防大学校及び県消防

学校への職員の派遣が可能となった。

９

■ 埼玉東部消防組合消防局
（H25.4.1 5本部による広域化）

■ 宇部・山陽小野田消防局
（H24.4.1 2本部による広域化）

異動

人事の硬直化

年齢構成が不均衡

専門性を高めながら職員の総合能力が向上

年齢構成の平準化

人事ローテーション

異動異動

異動異動



平時における広域化等による効果 ～経費削減～

○広域化により、消防車両や消防救急デジタル無線の整備費等の削減効果が期待できる。
○消防指令システムを共同で整備することで、整備費及び保守運用経費の削減効果が期待で
きる。

＜指令の共同運用により整備費等の縮減効果の事例＞

指令センター
整備費用の
削減効果

保守運用経費の
削減効果

茨城県：いばらき消防指令センター
（20消防本部でＨ28.6.1より共同運用）

・単独整備： 210億円
・共同整備： 80億円
⇒△130億円の削減

・単独運用： 12.6億円
・共同運用： 4.2億円
⇒△8.4億円の削減

福岡県：福岡都市圏消防共同指令センター
（５消防本部でＨ29.11.30より共同運用）

・単独整備：54.6億円
・共同整備：45.9億円
⇒△8.7億円の削減

－

神奈川県：横須賀・三浦市消防指令センター
（２消防本部でH25.4.1より共同運用）
※H27から葉山町消防本部が参画、H29に横須賀と三浦市が

広域化し、現在は２本部で共同運用

・単独整備：9.8億円
・共同整備：7.2億円
⇒△2.6億円の削減

・単独運用：5.73億円
・共同運用：5.58億円
⇒△0.15億円の削減

１０※「－」は削減額の計算がされていないセンター

＜広域化により消防車両や消防救急デジタル無線整備費等の縮減効果の事例＞

消防本部
消防車両整備費の

削減効果
消防救急デジタル無線整備費の

削減効果

埼玉県：埼玉西部消防局
（４消防本部でＨ25.4.1より広域化）

・仕様の統一及び同一車種の
一括入札

⇒５年間で△7.2億円の削減

・単独運用： 17.4億円
・共同運用： 11.5億円
⇒△5.9億円の削減
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